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南都銀行健康保険組合



STEP１-１ 基本情報
組合コード 76021
組合名称 南都銀行健康保険組合
形態 単一
業種 金融業、保険業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

2,930名
男性58.2%

（平均年齢45.4歳）*
女性41.8%

（平均年齢40.4歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 5,595名 -名 -名
適用事業所数 17ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

146ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

98.00‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 2 - - - -
保健師等 3 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,363 ∕ 2,510 ＝ 94.1 ％
被保険者 1,733 ∕ 1,738 ＝ 99.7 ％
被扶養者 630 ∕ 772 ＝ 81.6 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 226 ∕ 273 ＝ 82.8 ％
被保険者 204 ∕ 242 ＝ 84.3 ％
被扶養者 22 ∕ 31 ＝ 71.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 18,805 6,418 - - - -
特定保健指導事業費 5,605 1,913 - - - -
保健指導宣伝費 6,710 2,290 - - - -
疾病予防費 95,859 32,716 - - - -
体育奨励費 4,129 1,409 - - - -
直営保養所費 7,419 2,532 - - - -
その他 10 3 - - - -
　
小計　…a 138,537 47,282 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,848,276 630,811 - - - -
a/b×100 （%） 7.50 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

6 4 2 0 2 4 6
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 1人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 74人 25〜29 111人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 151人 35〜39 218人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 206人 45〜49 195人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 295人 55〜59 238人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 141人 65〜69 52人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 4人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 146人 25〜29 152人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 136人 35〜39 169人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 115人 45〜49 121人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 186人 55〜59 129人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 68人 65〜69 8人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 142人 5〜9 191人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 212人 15〜19 185人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 152人 25〜29 6人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 1人 35〜39 1人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 2人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 170人 5〜9 207人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 164人 15〜19 181人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 134人 25〜29 23人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 37人 35〜39 106人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 129人 45〜49 139人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 217人 55〜59 160人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 88人 65〜69 8人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
1.５年前(令和元年度)と比較して、被保険者数△４６５名、加入者数△９８９名、被保険者平均年齢：男性＋１.３歳、女性＋２.８歳。
2.健康保険組合に医療専門職が不在、事業主の産業医は令和５年度に１名増員。
3.特定健診、特定保健指導ともに、厚生労働省の指示目標を大きく上回っている。
4.保健事業費のうち、７４％が特定健診関連費用。
5.年齢別構成からは、男女とも５０〜５４歳の加入者数が最も多い。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
1.被扶養者の特定健診受診率がやや低い。
2.特定保健指導の実施終了率がやや低い。
3.後発医薬品への置換率が低い。
4.重症化予防の受診率が低い。
5.人間ドックのオプション検診の利用者数が少ない。

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　広報・情報発信（けんぽ便り、ホームページ等）
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　マイヘルスアップキャンペーン（健康チャレンジ月間）
　保健指導宣伝 　心の健康セミナー
　保健指導宣伝 　後発医薬品の差額通知
　保健指導宣伝 　後発医薬品希望シール配布
　保健指導宣伝 　電話健康相談、心の健康相談
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　個別的情報提供
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　脳ドック、心臓ドック
　疾病予防 　前期高齢者向け保健指導
　疾病予防 　重症化予防
　疾病予防 　行内食堂での食育キャンペーン
　疾病予防 　ＰＥＴ検診
　疾病予防 　乳がん、子宮頸がん検診
　疾病予防 　ピロリ菌検査
　疾病予防 　ABC検査
　疾病予防 　マンモＰＥＴ検診
　疾病予防 　禁煙推進
　疾病予防 　森林セラピー
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　歯みがき用品の斡旋
　疾病予防 　常備薬の斡旋
　体育奨励 　スポーツクラブの利用促進
　体育奨励 　ウオーキング大会
　直営保養所 　保養所
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　高リスク者に対する保健師のフォロー活動
　3 　メンタルヘルスマネジメント検定団体受験
　4 　ストレスチェック
　5 　高ストレス面談
　6 　保健師臨店面談
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　7 　親子ふれあいスポーツ教室
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1 健康管理事業
推進委員会

・健保組合の理事・議員（人事総務部、従業員組合）、保健師、健保
組合等の代表者で年2回委員会を開催し、保健事業全般について評価、
協議を行い、保健事業の見直しや課題に取組む。

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 0

・5月と11月の2回実施。
・データヘルス計画の状況、スコアリ
ングレポート結果について、情報共有
し、施策を協議。

・事業主（人事総務部）や従業員組合
との情報共有の強化。
・人事総務部や従業員組合との連携を
強化し、役割分担を決めて共同で事業
を実施。

・コラボヘルスへの取組み強化。 5

加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2
広報・情報発
信（けんぽ便
り、ホームペ
ージ等）

・健康意識（健康リテラシー）の醸成を図るため、加入者のライフス
テージに合った健康情報を発信する。 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 858

・通年で実施。
・「けんぽ便り」による随時発信と、
健保組合ポータルサイト「マイヘルス
ウェブ」によるタイムリーな情報提供
。

・世代別の対象者に対する健康情報冊
子等の配布。
・豊富でタイムリーな情報提供。
・情報提供による健康意識の向上。

・ペーパーレス化。
・「マイヘルスウェブ」の利用推奨。 5

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者）

・生活習慣病の兆候を早期に発見するため、特定健診受診率の維持を
図る。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 12,906

・通年で実施。
・対象者数1,738名、受診者数1,733名
・受診率99.7%

・人間ドックと同時に実施。
・公休扱い。
・健保組合で予約、日程、内容等すべ
てを調整し、出来る限り受診されるよ
う仕向け、受診の追跡管理まで行う。

・人事総務部や健康管理室との一層の
連携強化を図る。
・事務の効率化と加入者に対するサー
ビスのバランス。

5

3 特定健診（被
扶養者）

・生活習慣病の兆候を早期に発見するため、特定健診受診率の向上を
図る。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 4,828

・通年で実施。
・対象者数772名、受診者数630名
・受診率81.6％

・人間ドックと同時に実施。
・健保組合で受診の追跡管理。
・人間ドックの内容の充実度を情宣。

・事務の効率化と加入者に対するサー
ビスのバランス。
・一定数の健診嫌いが存在する。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導

・生活習慣病の発症を予防するため、特定保健指導対象者に対する指
導実施率を上げる。
・事業主へは就業時間内の特定保健指導の受診を要請し続ける。
・コラボヘルスの強化の一環として、特定保健指導の決定通知書（受
診勧奨通知書）は、健保組合の常務理事名と事業主の人事総務部長名
の連名で発信する。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 4,180

・通年で実施。
・終了者226名、該当者273名（82.8％
）
（内訳）
　　積極的支援：100/123（81.3％）
　　動機付け支援：126/150（84.0％）

・人事総務部との協働、コラボ。
・一泊二日ドック時の特定保健指導の
実施。
・けんぽ便り等での情宣。
・各医療機関と進捗管理の連携。
・ICT特保指導事業者を３社にしたこと
による利用者の増加。

・対象者の保健指導に対する理解不足
。
・本人の健康状態悪化に対する危機感
不足。
・保健指導の重要性を理解させる工夫
が必要。
・就業時間中の初回面談の実施。
・初回面談済み者の脱落防止のための
フォロー。

4

保
健
指
導
宣
伝

5
マイヘルスア
ップキャンペ
ーン（健康チ
ャレンジ月間
）

・毎年秋に事業主や従業員組合と協働で健康チャレンジ月間を設け、
被保険者が個々に自身の健康課題（運動、食事、飲酒、喫煙等）に対
する行動目標を設定して結果を振り返ることにより、健康づくりのき
っかけとする。

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 251

・10月〜11月の2ヶ月間実施。
・WEB形式で、24コースの中から自身
で2コースを選び、両方達成すれば、ポ
イント付与。
・375名が参加。

・達成者全員にマイヘルスウェブにて
ポイント付与。
・人事総務部、従業員組合との連携強
化。
・コンセプトは「単純だから気軽に続
けられる、楽しくなるから続けられる
」。

・運動習慣定着に向けて情宣を強化。 4

5 心の健康セミ
ナー

・心の健康づくりを推進するため、従業員組合が主体で実施する被保
険者向け心のセミナーに協賛する。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 0 ・通年で実施。

・R4年度は1,098名参加。 ・WEB動画の視聴で実施。 ・さらなる内容の充実。 2

7 後発医薬品の
差額通知

・後発医薬品の利用を推進するため、一定額以上の医療費削減が見込
める被保険者に対し、差額通知を配付する。
・平成29年度までは差額が年間1,000円以上の該当者にジェネリック
医薬品差額通知を送付し勧奨していたが、30年度からは年間500円と
し対象者を広げた。

全て 男女
0

〜
74

基準該
当者 0

・2月に実施。
・449件に差額通知を発送。
・置換率（数量ベース）68.6％

・差額メリット500円以上の本人、家族
に加え、任意継続被保険者に対して通
知。

・県内の利用が全国ワースト5位以内。
・情宣強化により、置換率アップを目
指す。

5

7 後発医薬品希
望シール配布

・後発医薬品切替を推進するため、希望者全員に後発医薬品希望シー
ルを配布する。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 0 ・置換率：数量ベース68.6％

・削減額19,798千円
・希望者にシールを配布。
・差額メリット500円以上の本人・家族
に加え、任意継続被保険者に対して通
知。

・県内の利用が全国ワースト5位以内。
・情宣強化により、置換率アップを目
指す。

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

6



6
電話健康相談
、心の健康相
談

・心身の健康を支援するため、電話・FAX・Eメールによる健康相談窓
口を設置し、加入者に定期的に周知する。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 792

・通年で実施。
・健康相談70件、メンタル相談37件、
合計107件

・プライバシーが厳守されている。
・保健師も積極的に案内している（特
にメンタルケア）。
・委託先のアプリ内で健康相談、健康
管理、医療に関する情報入手が可能。

・特定の者が繰り返し利用。
・効果が見え難く、費用対効果が検証
できない。

4

8 医療費通知 ・医療費についての関心を高めるため、加入者全員に医療費の使用状
況を定期的に周知する。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 691

・「マイヘルスウェブ」による毎月の
医療費通知および年間医療費通知を送
付。
【柔道整復師の正しい利用の啓蒙】
・「けんぽ便り」の記事で啓蒙を図り
、新規や重複利用者へは「負傷状況照
会」により施術内容を確認して意識改
善を働き掛けている。
【外科や整形外科】
・第三者行為や労働災害保険の確認の
ため「負傷状況照会」を実施。

・WEB通知により、ペーパーレス化と
事務効率化を大きく進化。
・年間医療費通知は行内メール便で送
付し、医療費控除申請に利用。
・意識改革により、柔道整復師の正し
い利用につながった。

・ペーパーレス化の推進。
・送付に係る事務の輻輳。
・医療費のさらなる適正化。

5

5 個別的情報提
供

・重症化予防や生活習慣改善を図るため、本人の健診データに基づい
た、個別性を重視した情報を提供する。（マイヘルスレポート等） 全て 男女

20
〜
74

基準該
当者 2,082

・R2年7月に「マイヘルスウェブ」を導
入。
・アプリ内で人間ドックの結果等を見
える化することにより、健康意識を醸
成して行動変容を促す。

・インフルエンザ予防接種の補助申請
をアプリで行うことで登録率が向上。
（R6.1月時点：被保険者登録率80.8%
）

・動画等サイト「健康情報MY HEALTH 
CLUB」の活用推奨 。 5

疾
病
予
防

3 人間ドック ・生活習慣病やがんなど幅広い疾患の兆候を早期に発見するため、人
間ドック受診率の向上を図る。 全て 男女

31
〜
74

加入者
全員 70,212

・通年で実施。
・被保険者半日ドック　1,903名
・被保険者一泊ドック　 253名
・被扶養者半日ドック　 709名
人間ドック時に胸部CT,腹部CTのオプシ
ョン受診を奨励。
⇒令和2年度より、胸部CT、腹部CTに
対して各3,000円の補助、および一泊二
日ドック時の基本項目に追加。

・公休扱い。
・健保組合で予約、日程、内容等すべ
てを調整し、出来る限り受診されるよ
う仕向け、受診の追跡管理まで行う。

・人事総務部や健康管理室との一層の
連携強化を図る。
・事務の効率化と加入者に対するサー
ビスのバランス。

5

3 脳ドック、心
臓ドック

・脳、心臓疾患の兆候を早期に発見するため、実施希望者に対し、脳
ドック、心臓ドックの受診費用を補助する。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 2,400

・通年で実施（人間ドック時に同時受
診）。
・脳ドック：本人211名、家族28名
・心臓ドック：本人1名、家族0名

・健保組合にて人間ドックと併せて希
望を聴取し、日程等を調整。
・受診費用の一部を補助（本人家族と
もに10,000円）。

・脳ドックの価格が各医療機関により
大差がある。
・事後説明も各医療機関によりまちま
ちである。

5

4 前期高齢者向
け保健指導

・前期高齢者の健康状態の維持・向上を図るため、前期高齢者になる
前の60歳以上の方に対して健康管理をサポートする。 全て 男女

60
〜
74

基準該
当者 0

・60歳代の方に対する特定保健指導の
強化。
・R1年度92.9%、R2年度92.1%、
R3年度97.4%、R4年度77.1%

・特定健診、特定保健指導、重症化予
防の浸透。
・前期高齢者になる前に生活習慣の改
善指導。
・繰り返し情宣。

・あくまでも受け身で、積極的な展開
は難しい。 5

4 重症化予防
・将来の重症化を予防するため、健診検査値が受療勧奨レベルである
にも関わらず医療機関で受療していない方に対し、受療勧奨を行なう
。

全て 男女
31
〜
74

加入者
全員 0

・通年で実施。
・対象者数71名、受診者数50名
・受診率70.4％

・健康管理室の担当者が、人間ドック
の結果通知を受けて受診勧奨文書を作
成し、該当者に速やかにメール、電話
等で受診勧奨する。

・受診勧奨に対して、自己判断で応じ
ない方が一定数存在する。 4

5
行内食堂での
食育キャンペ
ーン

・被保険者が食習慣の見直すきっかけづくりとするため、事業主や従
業員組合と連携し行内食堂を活用した健康づくりを行う。

一部の
事業所 男女

18
〜
74

被保険
者 0

・社員食堂のメニューに、健康米や減
塩メニューに加え、県産の豆腐等を追
加し食生活の改善を促している。

・健康管理事業推進委員会で検討し、
地産地消も絡めて事業主（人事総務部
）から業社に働きかけたこと。

・更なるメニューの追加等。 2

3 ＰＥＴ検診 ・がん等の兆候を早期に発見するため、PET検診費用の一部を補助す
る。 全て 男女

40
〜
70

被保険
者 381 ・通年で実施。

・受診者数：本人9名、家族0名
・がんに対する関心の高まり、健康リ
テラシーの向上。

・自己負担金が高い。
・受診可能な医療機関が限定的。 3

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 乳がん、子宮
頸がん検診

・女性に優しい検診の一環として、特に若年層の女性の子宮頸がん・
遺伝性乳がんの兆候を早期に発見するため、がん検診受診率の向上を
図る。

全て 女性
20
〜
38

加入者
全員 2

・通年で実施。
・若年層（20代、30代）に対して補助
金を支給。
・人間ドック非該当者全員が受診可能
。
・受診者数：子宮頸がん2名

・けんぽ便りで啓蒙。
・希望者が限定的。
（30歳代奇数年および40歳以上は毎年
の人間ドック時に基本項目として実施
しているため）

3

3 ピロリ菌検査 ・胃がんの発症リスクを下げるため、ピロリ菌検査の実施。 全て 男女
31
〜
31

被保険
者 89

・通年で実施。
・31歳時の初めての人間ドック時に全
員受診。
・57名受診。

・けんぽ便りで啓蒙。
・ピロリ菌検査後のフォローが難しい
。
・保健師の事後フォローが必要。
・除菌の要否の判断が難しい。

5

3 ABC検査 ・胃がんの発症リスクを下げるため、自身の胃がんリスク度合いを把
握していただく。31歳時はピロリ菌検査を実施。費用は全額補助。 全て 男女

41
〜
59

基準該
当者 920

・通年で実施。
・41歳、51歳、59歳の一泊二日人間ド
ック時に全員受診。
・209名受診。

・一泊二日人間ドック時に基本項目と
したこと。

・検査結果に対する事後フォロー。
・保健師の事後フォローが必要。 5

3 マンモＰＥＴ
検診

・乳がんの兆候を早期に発見するため、マンモPET検診の受診率向上
を図る。 全て 女性

20
〜
74

加入者
全員 0 ・通年で実施。

・受診者数：本人家族とも無し。
・乳がんに対する関心の高まり。
・健康リテラシーの向上。

・自己負担金が高い。
・受診可能な医療機関が限定的である
。

3

5 禁煙推進
・被保険者の喫煙率を下げるため、事業主との連携で実施済みの「敷
地内禁煙」と「就業時間内禁煙の励行」に加え、けんぽ便り等に禁煙
推推記事を定期的に掲載する。

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 0

・就業時間中禁煙、敷地内禁煙の徹底
。
・特定保健指導時の禁煙指導の徹底。

・事業主からの徹底指示。
（就業時間中禁煙、敷地内禁煙の徹底
）

・R3年6月に禁煙補助剤に不純物の混入
が検出され、メーカーが出荷を保留し
たことから、禁煙キャンペーン再開に
向けて供給待ちの状況。

3

5 森林セラピー
・地方銀行グループの社員として、地元の観光振興に貢献する。
・心の健康と運動習慣定着のきっかけづくりのため、森林セラピー体
験ツアーへの参加を促す。
・費用は全てのコースが約１割引き＋健保より1,500円の補助。

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 0 ・通年で実施。

・R4年度は利用者なし。
・地域の観光振興に貢献、地元と連携
。 ・活動の浸透が進んでいない。 1

3 インフルエン
ザ予防接種

・インフルエンザの発症予防と重症化予防のため、予防接種の費用を
補助し、予防接種実施を推奨する。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 6,390

・接種人数、接種率
　　被保険者：1,422人、48.1%
　　被扶養者：1,131人、41.0%

・1人当たり2,500円の補助。
・R2年度より「マイヘルスウェブ」に
て各自が補助金申請を行う方式に変更
。

・補助金額が高い。
・接種率が年々減少傾向。 3

8 歯みがき用品
の斡旋

・歯みがき用品を斡旋販売することにより、オーラルケアを推進する
。
・歯科医療費は全体の12.8％。健保組合としては「歯科健診」の代替
と位置づけている。

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 0

・常備薬（歯みがき用品を含む）の斡
旋については、年間3回実施。
・R2年度から補助を廃止し、健保組合
HPからのWEB申込に変更。

・歯みがき習慣の定着。
・財政的な理由と費用対効果を考慮し
、R2年度からは補助を廃止し斡旋のみ
とする。

2

8 常備薬の斡旋 ・常備薬を斡旋販売することにより、各家庭への常備薬備え付けを推
進する。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 0 ・常備薬（歯みがき用品を含む）の斡

旋については、年間3回実施。 ・R2年度からWEB申込に変更。 ・補助が無くなったことによる申込数
の減少。 2

体
育
奨
励

5 スポーツクラ
ブの利用促進

・民間スポーツクラブと契約し、利用料の一部を補助することにより
、運動習慣の定着を図る。 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 2,996

・通年利用が可能。
・1人1ヵ月4回まで、1回550円〜で利
用可能。
・特定保健指導のモデル実施（運動習
慣化プログラム）としても活用。

・自己負担が少ない。
・最新の施設とも契約。

・運動習慣の定着に向けた利用の推奨
。 3

5 ウオーキング
大会

・従業員組合主催のウォーキング大会への参加により、加入者の運動
習慣定着のきっかけづくりとする。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 0

・通年で実施。
・R4年度は4/29〜5/15で実施、380名
参加。

・人事総務部、従業員組合と合同で実
施。 ・運動習慣の定着。 2

直
営
保
養
所

8 保養所
・加入者の健康の保持、増進を図るため、直営保養所ならびに契約保
養所の利用を促す。
・契約保養所と交渉、ネット予約や被保険者の直接予約等、予約率や
利便性の向上を図る。

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 5,753 ・通年で実施。

・被保険者の直接申込およびネット予
約を可能とした。
・利用者数が回復傾向。

・利用者数の増加。
・費用対効果の見極め。 3

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断 安全衛生法に基づく検診 被保険者 男女
18
〜
64

・行員受診率100％
・R4年度は9〜12月で実施。

・検診車の巡回により実施
・巡回検診を拡大、90％同一業者で実施。
・一部地元の医院、クリニックで実施。

・予定日にキャンセルする者がいる。
・ペーパレス化し、データ分析を実施。 無

高リスク者に対す
る保健師のフォロ
ー活動

重症化予防のため、高リスク者に対して継続的に指導し、治療状況
を管理。 被保険者 男女

18
〜
64

・通年で実施。
・R4年度対象者56名。 ・治療継続率100％。 ・ラインケアの確立、保健師のスキルアップ。 無

メンタルヘルスマ
ネジメント検定団
体受験

セルフケア、ラインケアの理解のため、銀行で団体受験 被保険者 男女
18
〜
64

・通年で実施。
・R4年度は255名受験。

・R3年度からスタートし、2年で500名超が受験
。
・一定の理解、普及の実績。

・他の教育手法への変更も含め、継続実施の可
否を検討。 有

ストレスチェック 高ストレス者の早期発見、対応 被保険者 男女
18
〜
64

・通年で実施。
・R4年度受検率94.8％。
・高ストレス者6.1％。

・受検率は高水準で推移。
・ストレス指数は全国比で低水準。 ・ストレス指数の高い職場への継続指導。 無

高ストレス面談 高ストレス者のケアのため、医師の面談を設定 被保険者 男女
18
〜
64

・ストレスチェックで高ストレス者のうち、希
望者に対して実施 ・医師の対面面談に加えて、WEB面談も実施。 ・高ストレス者への継続フォロー。 無

保健師臨店面談 健康相談全般のため、保健師が職場訪問し、個別面談を実施。 被保険者 男女
18
〜
64

・通年で実施。
・支店は約2年で巡回。

・特にメンタル不調者や、女性の体調不良者の
相談が多い。 ・面談の効率化、面談結果のデータ化。 無

親子ふれあいスポ
ーツ教室 親子ふれあいの場、運動不足解消のため、ホッケー教室を開催 被保険者

被扶養者 男女
1
〜
64

・通年で実施。
・R4年度は、小学校への巡回授業を2回開催。 ・地元の小学校との交流がはかれる。 - 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア ①加入者構成 加入者構成の分析 ・30歳、40歳、50歳代で構成比率75％を占める。

・50歳代の構成比率が最も高く、今後の医療費増加の点で問題。

イ ②医療費総額､一人当たり医療費 医療費・患者数分析 ・医療費総額は50歳代、一人当たり医療費は50歳、60歳代が高い。
・医療費は、総額、一人当たりともに、概ね増加傾向である。

ウ ③医療費構成 医療費・患者数分析 ・通院の医療費が最も高く、金額は年々増加傾向で、構成比率は50％超え
となっている
・金額、構成比率ともに、通院＞入院＞調剤＞歯科の順となっている。

エ ④生活習慣病別医療費 医療費・患者数分析 ・生活習慣病にかかる医療費総額は微減している。
・疾患別の患者者数は、糖尿病、高血圧症、高尿酸血症、高脂血症、肝機
能障害で増加している。

オ ⑤疾病大項目の19分類 医療費・患者数分析 ・被保険者、被扶養者ともに、消化器系疾患、新生物の医療費が高い。
・被保険者は循環器系疾患、被扶養者は呼吸器系疾患も要注意。

カ ⑥上位疾患 医療費・患者数分析 ・医療費総額は、歯科関連、貧血、がんの順に高い。
・患者一人当たり医療費は、乳がん、腎不全、気管･気管支･肺がん、脳血
管疾患の順に高い。
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キ ⑦上位疾病(続き) 医療費・患者数分析 ・患者数は、歯科、コロナ、関節、鼻炎、呼吸器の順に多い。
・患者数は100名未満であるが、一人当たり医療費が高額となる乳がん、腎
不全、気管･気管支･肺がんは要注意。

ク ⑧がん 医療費・患者数分析 ・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子宮)の比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増加率が高い乳房、腎尿路が要注意。

ケ ⑨メンタル 医療費・患者数分析 ・メンタル関連の医療費は微増。
・患者数は、神経症、ストレス障害が突出して多く、増加傾向。

コ ⑩婦人科系疾患 医療費・患者数分析 ・医療費総額は、歯科、コロナ、貧血、乳がんの順に高い。
・患者一人当たり医療費は、乳がん、てんかん、脳血管疾患の順に高く、
患者数は、歯科、コロナ、関節の順に多い。

サ ⑪特定健診受診率 特定健診分析 ・被保険者の受診率は、ほぼ100％近いレベルが続いている。
・被扶養者の受診率は、近年70～80％台、組合全体で90％台半ばで、厚生
労働省の目標を大きく上回っている。

シ ⑫問診回答別の傾向 特定健診分析 ・体重増加人数は増えており、増加している人の割合も高い。
・運動習慣ありの人数は増加しているものの、運動習慣ありの割合が低い
。

ス ⑬特定保健指導実施率 特定保健指導分析 ・被保険者の実施率は、近年80～90％台、対象者数は緩やかながら減少傾
向。
・被扶養者の実施率は、近年70％台、組合全体で80％台で、厚生労働省の
目標を大きく上回っている。

11



セ ⑭特定保健指導レベル別人数 特定保健指導分析 ・積極的支援、動機づけ支援ともに、人数はほぼ横バイ。
・特定保健指導のレベル変更はほとんど見られない。

ソ ⑮リスクフローチャート(糖尿病) 健康リスク分析 ・HbA1cが6.5％以上の患者が86名のうち、32名は治療しておらず、リスク
が高い。
・HbA1cが8.5％以上の患者11名は、特にリスクが高い。

タ ⑯リスクフローチャート(脳卒中､心筋梗塞) 健康リスク分析 ・SBPが140以上、DBPが90以上の患者の比率が高い。
・SBPが180以上、DBPが110以上の患者5名は、特にリスクが高い。

チ ⑰CKDマップ(慢性腎臓病) 健康リスク分析 ・受診勧奨判定値の該当者は50名(受診者の2.4％)。
・保健指導判定値の該当者は345名(受診者の16.7％)、うちリスクが高いの
は175名(保健指導判定値該当者の50.7％)

ツ ⑱BMI判定分布(健康分布図) 健康リスク分析 ・男性の肥満該当者のうち、リスク保有者は43％、非肥満でも35％。
・女性の肥満該当者のうち、リスク保有者は35％、非肥満でも16％。

テ ⑲内臓脂肪症候群該当者数 健康リスク分析 ・50～54歳の該当＋予備群該当者が最も多い。
・35～39歳の該当＋予備群該当者がかなり多く、将来相当な確率で該当者
になる可能性が高い。

ト ⑳後発医薬品の使用数､使用率 後発医薬品分析 ・後発医薬品の使用率は70％台半ばで横バイ、年代別では、19歳以下と45
～49歳の使用率が低い。
・50～64歳の切替可能数量が多い。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
＜健康課題対応＞
・健康課題に対する施策の実効性を上げるためには、事業主の協力が欠かせ
ない。

 ・事業主、産業医、健保組合で定期的に会議を開催し、健康課題を共有
するとともに、対策を議論し、健保組合の保健事業への理解と協力を働
き掛ける。

2
＜医療費＞
・50歳代の人員構成比率が最も高く、医療費総額も最も大きく、増加傾向。
・一人当たりの医療費は、50歳、60歳代が多く、総じて増加傾向。

 ・被扶養者を含めた特定健診受診率をアップさせる。
・50歳、60歳代の一人当たり医療費が高い疾病(糖尿病、高血圧症、高
脂血症等)を対象に、重症化予防対策を強化する。

3
＜生活習慣病＞
・生活習慣病のなかでも、糖尿病、高血圧症、高脂血症の患者数が特に多い
。
・患者数は少ないが、高額医療費となる人工透析も要注意。

 ・特に患者数が多い疾病(糖尿病、高血圧症、高脂血症等)にターゲット
を絞った施策を打つ必要がある。
・糖尿病から人工透析になる方も多いため、糖尿病対策を強化する。



4
＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増加率が高い乳房、腎尿路が要注意。

 ・早期発見、早期治療のため、がん検診の強化が必要である。
・今後女性の平均年齢が高くなることが予想されるため、女性に関する
がんへの対応を強化する必要がある。



5
＜メンタル＞
・メンタル関連の医療費は微増。
・患者数は、神経系、ストレス障害が突出して多く、増加傾向。

 ・直接的な施策は打ちづらいが、患者数を見ながら、重症化しないよう
にチェックする。
・対応が長期間にわたるため、人数が増加してくれば、労力がかかり、
財政面でも負担となる。

6
＜婦人科系疾患＞
・医療費総額は、歯科、コロナ、貧血、乳がんの順に多い。
・一人当たりの医療費は、乳がん、てんかん、脳血管疾患の順に高く、患者
数は、歯科、コロナ、関節の順に多い。

 ・今後女性の平均年齢が高くなることが予想されるため、女性に関する
疾患への対応を強化する必要がある。 

7
＜特定健診＞
・被保険者の受診率はほぼ100％で問題ないが、被扶養者の受診率が近年70
〜80％台となっている。
・問診回答では、体重増加人数が増えていることと、運動習慣ありの割合が
低いことが課題。

 ・被扶養者の受診率アップのための工夫が必要である。
・運動習慣ありの人数は増加しているものの、運動習慣が定着しておら
ず、意識改革、行動変容が必要である。



8
＜特定保健指導＞
・被保険者の実施率は80〜90％、非扶養者は70％台。
・積極的支援、動機づけ支援ともに、常に一定数が存在し、レベル別の変化
もほとんどない。

 ・対象者の総人数は増加していないものの、一定数存在し続けている。
・指導強化による対象者の意識改革が必要である。
・様々な施策を打ち、対象者減少に努める。



9
＜糖尿病＞
・HbA1cが6.5％以上の患者が86名のうち、32名は治療しておらず、リスク
が高い。
・HbA1cが8.5％以上の患者11名は、特にリスクが高い。

 ・糖尿病から人工透析になる方も多いため、糖尿病対策を強化する。

10
＜脳卒中、心筋梗塞＞
・SBPが140以上、DBPが90以上の患者の比率が高い。
・SBPが180以上、DBPが110以上の患者5名は、特にリスクが高い。

 ・高リスク者が増加しないように、チェックする。

未選択

ア，イ，ウ

エ，オ，カ，
キ

ク，コ

ケ

ク，コ

サ，シ

ス，セ

ソ

タ
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11
＜慢性腎臓病＞
・保健指導判定値の該当者は345名(受診者の16.7％)、うちリスクの高い者1
75名の比率が高い(保健指導判定値該当者の50.7％)。

 ・高リスク者が増加しないように、チェックする。

12
＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確率で該当者になる可能性が高い。

 ・特定保健指導を強化する。
・40歳未満の若年層に対する対応も強化する必要がある。

13
＜後発医薬品＞
・使用率は70％台半ばで横バイ、年代別では、19歳以下と45〜49歳の使用
率が低い。
・50〜64歳の切替可能数量が多い。

 ・情宣活動を強化する。

14
＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をはかるため、多方面から事業展開する必要が
ある。
・加入者の健康情報提供や、健康保険組合の施策等について、浸透が不十分
である。

 ・情宣活動を強化する。

15 ＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関して、一層強化する必要あり。  ・情報共有を強化し、協働事業を検討･実施する。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

チ

ツ，テ

ト

未選択

未選択
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　広報・情報発信（けんぽ便り、ホームページ等）
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　心の健康
　保健指導宣伝 　後発医薬品の差額通知
　保健指導宣伝 　後発医薬品希望シール配布
　保健指導宣伝 　電話健康相談、心の健康相談
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　個別的情報提供
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　脳ドック、心臓ドック
　疾病予防 　重症化予防
　疾病予防 　行内食堂での食育キャンペーン
　疾病予防 　マイヘルスアップキャンペーン（健康チャレンジ月間）
　疾病予防 　ＰＥＴ検診
　疾病予防 　乳がん、子宮頸がん検診
　疾病予防 　ピロリ菌検査
　疾病予防 　ABC検査
　疾病予防 　マンモＰＥＴ検診
　疾病予防 　禁煙推進
　疾病予防 　森林セラピー
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　歯みがき用品の斡旋
　疾病予防 　常備薬の斡旋
　体育奨励 　スポーツクラブの利用促進
　体育奨励 　ウオーキング大会
　直営保養所 　保養所
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・基本方針は「加入者の疾病予防、疾病の早期発見･早期治療、重症化予防に取組み、健康の保持･増進をはかること」である。
・優先すべき健康課題を解決すべく、主な具体的施策は以下の3点である。
　①特定検診、特定保健指導の受診率向上を目指す。
　②患者数が多い生活習慣病とがん対策を強化する。
　③女性の平均年齢上昇を考慮して、婦人科系疾患対策を強化する。

事業全体の目標
・特定健診受診率は、全体で90％以上、被扶養者で85％以上を目指す。
・特定保健指導実施終了率は、全体で90％以上を目指す。
・重症化予防事業による受診勧奨を強化し、受診率の向上をはかる。
・各種がん検診の受診者数増加に努める。
・健康意識向上に努め、情宣活動を強化して、婦人科系疾患対応(乳、子宮がん健診等)の受診者数増加に努める。
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職場環境の整備
0 0 0 0 0 0

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存 健康管理事業

推進委員会 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 ３ サ

年2回の定期開催とし、保
健事業全般について評価
、協議する。

ア,イ

人事総務部、健康管理室
、従業員組合、南都スタ
ッフサービス、健保組合
等が構成する健康管理事
業推進委員が、保健事業
全般について、費用対効
果も含めて、評価・協議
する。
健保組合が事務局を担う
。

健保組合の理事・議員（
人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合等
の代表者で年2回委員会を
開催し、保健事業全般に
ついて評価、協議し、保
健事業の見直しや課題に
取組む。

健保組合の理事・議員（
人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合等
の代表者で年2回委員会を
開催し、保健事業全般に
ついて評価、協議し、保
健事業の見直しや課題に
取組む。

健保組合の理事・議員（
人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合等
の代表者で年2回委員会を
開催し、保健事業全般に
ついて評価、協議し、保
健事業の見直しや課題に
取組む。

健保組合の理事・議員（
人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合等
の代表者で年2回委員会を
開催し、保健事業全般に
ついて評価、協議し、保
健事業の見直しや課題に
取組む。

健保組合の理事・議員（
人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合等
の代表者で年2回委員会を
開催し、保健事業全般に
ついて評価、協議し、保
健事業の見直しや課題に
取組む。

健保組合の理事・議員（
人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合等
の代表者で年2回委員会を
開催し、保健事業全般に
ついて評価、協議し、保
健事業の見直しや課題に
取組む。

保健事業全般について評価、協議し、保健
事業の見直しや課題に取組むため、健保組
合の理事・議員（人事総務部、従業員組合
）、保健師、健保組合事務局の代表者で年2
回委員会を開催する。

＜健康課題対応＞
・健康課題に対する施策の実効性
を上げるためには、事業主の協力
が欠かせない。
＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。
＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関し
て、一層強化する必要あり。

年間開催回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 年間開催回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)-

加入者への意識づけ
3,790 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

保
健
指
導
宣
伝

1,2 既
存

広報・情報発
信（けんぽ便
り、ホームペ
ージ等）

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

シ

健保組合にて内容を検討
し、自前または外部委託
先にて健康冊子を準備。
配布は健保組合が担う。
健康動画配信は、外部業
者が実施。

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

新入社員、出産・育児の
世代等に、ライフステー
ジに合った健康情報冊子
を配布。
健康診断結果に基づいた
改善アドバイスをマイヘ
ルスウェブで提供。
また同サイトで、自身で
設定したミッションによ
り、健康課題と改善策の
実行度合いをセルフチェ
ックできる仕組みを導入
済。

健康意識（健康リテラシー）の醸成をはか
るため、加入者に合った健康情報を発信す
る。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。
＜健康課題対応＞
・健康課題に対する施策の実効性
を上げるためには、事業主の協力
が欠かせない。

情報発信回数(【実績値】275回　【目標値】令和6年度：250回　令和7年度：250回　令和8年度：250回　令和9年度：300回　令和10年度：300回　令和11年度：3
00回)- 情報発信回数(【実績値】275回　【目標値】令和6年度：250回　令和7年度：250回　令和8年度：250回　令和9年度：300回　令和10年度：300回　令和11年度：300回)-

個別の事業
18,805 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
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特定健診（被
保険者） 全て 男女
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〜
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被保険
者 １ イ,ウ,オ,コ

,サ

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

イ,カ

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場の個人あてに送
付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。
医療機関は健保と契約の
ある医療機関（１２医療
機関）

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

健保組合より、誕生月の
３か月前を目途に、予め
希望する医療機関（３年
毎に希望により変更可能
）と日時を指定して健診
案内（人間ドックの案内
）を職場宛に対象者リス
トを送付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。

生活習慣病の兆候を早期に発見するため、
特定健診受診率の維持を図る。

＜特定健診＞
・被保険者の受診率はほぼ100％で
問題ないが、被扶養者の受診率が
近年70〜80％台となっている。
・問診回答では、体重増加人数が
増えていることと、運動習慣あり
の割合が低いことが課題。
＜生活習慣病＞
・生活習慣病のなかでも、糖尿病
、高血圧症、高脂血症の患者数が
特に多い。
・患者数は少ないが、高額医療費
となる人工透析も要注意。
＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。

健診案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　
令和11年度：100.0％)- 生活習慣リスク保有者率(運動)(【実績値】82.0％　【目標値】令和6年度：80.0％　令和7年度：80.0％　令和8年度：75.0％　令和9年度：75.0％　令和10年度：70.0％　令和11年度：70.0％)-

特定健診実施率(【実績値】99.7％　【目標値】令和6年度：99.7％　令和7年度：99.7％　令和8年度：99.8％　令和9年度：99.8％　令和10年度：99.9％　令和11
年度：100.0％)- 生活習慣リスク保有者率(睡眠)(【実績値】43.0％　【目標値】令和6年度：40.0％　令和7年度：40.0％　令和8年度：37.5％　令和9年度：37.5％　令和10年度：35.0％　令和11年度：35.0％)-

- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】12.8％　【目標値】令和6年度：12.0％　令和7年度：12.0％　令和8年度：11.0％　令和9年度：11.0％　令和10年度：10.0％　令和11年度：10.0％)-
26,394 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000
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チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ イ,ウ,オ,コ

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

イ,カ

健保組合にて対象者に情
宣。
健保組合の指定健診機関
（被保険者用医療機関１
２社＋５医療機関＝合計
１７医療機関）に委託し
て健診を実施。

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

年度初に健保組合より対
象者に健診案内兼申込書
を職場の配偶者あてに送
付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。
健診項目の充実した人間
ドックと併せて案内して
いる。

生活習慣病の兆候を早期に発見するため、
特定健診受診率の向上を図る。

＜特定健診＞
・被保険者の受診率はほぼ100％で
問題ないが、被扶養者の受診率が
近年70〜80％台となっている。
・問診回答では、体重増加人数が
増えていることと、運動習慣あり
の割合が低いことが課題。
＜生活習慣病＞
・生活習慣病のなかでも、糖尿病
、高血圧症、高脂血症の患者数が
特に多い。
・患者数は少ないが、高額医療費
となる人工透析も要注意。
＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。

健診案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　
令和11年度：100.0％)①健診案内実施率（複数年未受診者へは直接郵送） 生活習慣リスク保有者率(運動)(【実績値】82.2％　【目標値】令和6年度：80.0％　令和7年度：80.0％　令和8年度：77.5％　令和9年度：77.5％　令和10年度：75.0％　令和11年度：75.0％)-

特定健診実施率(【実績値】81.6％　【目標値】令和6年度：82.5％　令和7年度：82.5％　令和8年度：83.5％　令和9年度：83.5％　令和10年度：84.0％　令和11
年度：85.0％)- 生活習慣リスク保有者率(睡眠)(【実績値】35.2％　【目標値】令和6年度：35.0％　令和7年度：35.0％　令和8年度：32.5％　令和9年度：32.5％　令和10年度：30.0％　令和11年度：30.0％)-

- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】1.9％　【目標値】令和6年度：1.8％　令和7年度：1.8％　令和8年度：1.7％　令和9年度：1.7％　令和10年度：1.6％　令和11年度：1.5％)-
5,605 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
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特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ エ,オ

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

イ,ウ,カ

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
一定期間が経過しても予
約をしない者へは、健保
組合にて契約した医療機
関による、休日や平日夕
方の集合面談へ誘導する
。
30年度より、180ポイン
ト未満モデルや契約スポ
ーツクラブの個人指導を
活用した特定保健指導モ
デル実施も導入している
。

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

指定医療機関からの健診
結通知を受け、健保組合
にて特定保健指導指導対
象者を抽出し、決定通知
書（受診勧奨通知書）を
手紙またはメールで送付
。
原則として契約医療機関
等に本人が予約し指導を
受ける。
ICT面談の取り入れや、業
務時間内に保健師による
面談で利便性を図る。

生活習慣病の発症を予防するため、特定保
健指導対象者に対する指導実施率を上げる
。
事業主へは就業時間内の特定保健指導の受
診を要請し続ける。
コラボヘルスの強化の一環として、特定保
健指導の決定通知書（受診勧奨通知書）は
、健保組合の常務理事名と事業主の人事総
務部長名の連名で発信する。

＜特定保健指導＞
・被保険者の実施率は80〜90％、
非扶養者は70％台。
・積極的支援、動機づけ支援とも
に、常に一定数が存在し、レベル
別の変化もほとんどない。
＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。

対象者への案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.
0％　令和11年度：100.0％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】11.5％　【目標値】令和6年度：11.0％　令和7年度：11.0％　令和8年度：10.5％　令和9年度：10.5％　令和10年度：10.0％　令和11年度：10.0％)-

特定保健指導実施率(【実績値】82.8％　【目標値】令和6年度：83.0％　令和7年度：83.0％　令和8年度：84.0％　令和9年度：84.0％　令和10年度：85.0％　令和
11年度：85.0％)- 特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】29.0％　【目標値】令和6年度：29.0％　令和7年度：29.0％　令和8年度：29.5％　令和9年度：29.5％　令和10年度：30.0％　令和11年度：30.0％)-

- 腹囲２cm・体重２kg減を達成した者の割合(【実績値】17.3％　【目標値】令和6年度：18.0％　令和7年度：18.0％　令和8年度：19.0％　令和9年度：19.0％　令和10年度：20.0％　令和11年度：20.0％)-

0 100 100 100 100 100
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5 既
存 心の健康 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ス

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

シ

従業員組合主催で、メン
タルヘルス・マネジメン
ト検定試験の団体特別試
験を実施。
人事総務部と健保組合が
協働で、動画を視聴する
キャンペーンを実施。

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

心の健康づくりを推進す
るため、従業員組合主催
で、メンタルヘルス・マ
ネジメント検定試験の団
体特別試験を実施し、受
験者に公式テキストを無
料配布。
人事総務部と健保組合が
協働で、マイヘルスウェ
ブ内のマイヘルスクラブ
で動画を視聴するキャン
ペーンを実施。

従業員組合主催でメンタルヘルス・マネジ
メント検定試験の団体特別試験の実施と、
人事総務部と健保組合が協働で動画を視聴
するキャンペーンを開催することで、心の
健康づくりを推進する。

＜メンタル＞
・メンタル関連の医療費は微増。
・患者数は、神経系、ストレス障
害が突出して多く、増加傾向。
＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関し
て、一層強化する必要あり。

年間セミナー実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 参加者数(【実績値】194人　【目標値】令和6年度：200人　令和7年度：200人　令和8年度：200人　令和9年度：300人　令和10年度：300人　令和11年度：300人)-
450 450 450 450 450 450
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事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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7 既
存

後発医薬品の
差額通知 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ キ

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

シ 差額通知は健保組合にて
基幹システムから作成。

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

後発医薬品への置き換え
により、年間で一定額以
上の医療費削減が見込め
る世帯に対し、差額通知
を配布。
案内は基幹システムを使
って健保組合で作成。

・後発医薬品の利用を推進するため、一定
額以上の医療費削減が見込める被保険者に
対し、差額通知を配付する。
・平成29年度までは差額が年間1,000円以
上の該当者にジェネリック医薬品差額通知
を送付し勧奨していたが、30年度からは年
間500円とし対象者を広げた。

＜後発医薬品＞
・使用率は70％台半ばで横バイ、
年代別では、19歳以下と45〜49歳
の使用率が低い。
・50〜64歳の切替可能数量が多い
。

通知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 後発医薬品置換率(【実績値】68.5％　【目標値】令和6年度：70.0％　令和7年度：70.0％　令和8年度：70.0％　令和9年度：75.0％　令和10年度：75.0％　令和11年度：80.0％)-
50 50 50 50 50 50

7 既
存

後発医薬品希
望シール配布 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

シ 健保組合にて配布。
年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

年1回、後発医薬品の差額
通知を送付する際に、シ
ールをセットで配布。

後発医薬品切替を推進するため、被保険者
希望者に後発医薬品希望シールを配布する
。

＜後発医薬品＞
・使用率は70％台半ばで横バイ、
年代別では、19歳以下と45〜49歳
の使用率が低い。
・50〜64歳の切替可能数量が多い
。

配布回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 後発医薬品置換率(【実績値】68.5％　【目標値】令和6年度：70.0％　令和7年度：70.0％　令和8年度：70.0％　令和9年度：75.0％　令和10年度：75.0％　令和11年度：80.0％)-
820 800 800 800 800 800

3,5 既
存

電話健康相談
、心の健康相
談

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

ウ
電話相談窓口を外部事業
者に委託。
加入者への周知は健保組
合にて実施。

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

加入者にけんぽ便り等を
使って、定期的に健康相
談窓口を周知する。
利用希望者は外部委託先
に電話・FAX・Eメールで
直接相談し、プライバシ
ーを遵守する。

心身の健康を支援するため、電話・FAX・E
メールによる健康相談窓口を設置し、加入
者に定期的に周知する。

＜メンタル＞
・メンタル関連の医療費は微増。
・患者数は、神経系、ストレス障
害が突出して多く、増加傾向。

情宣回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 年間延べ利用者数(【実績値】107人　【目標値】令和6年度：100人　令和7年度：100人　令和8年度：100人　令和9年度：100人　令和10年度：100人　令和11年度：100人)-
300 300 300 300 300 300

2,5 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

シ
医療費通知の作成は、基
幹システム委託先に外注
。

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

医療費に関する関心を高
めるため、加入者全員に
医療費の使用状況を定期
的に周知する。
毎月分のWEB配信と、年
間医療費の送付を行う。

医療費についての関心を高めるため、加入
者全員に医療費の使用状況を定期的に周知
する。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。

配布回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)- 毎月配布実績あり。医療費控除に利用。
(アウトカムは設定されていません)

0 100 100 100 100 100

2 既
存 個別的情報提

供 全て 男女
20
〜
74

基準該
当者

３ ス
マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

シ
マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

マイヘルスウェブ内で、
健康診断結果に基づいた
各自の健康度に合わせた
改善アドバイスを提供。

重症化予防や生活習慣改善を図るため、本
人の健診データに基づいた、個別性を重視
した情報を提供する。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。

対象者への情報提供実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：
100.0％　令和11年度：100.0％)-

対象者全員に実施。
(アウトカムは設定されていません)

53,521 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000
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アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

3 既
存 人間ドック 全て 男女

31
〜
74

加入者
全員 １ イ,ウ,オ,コ

,サ

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

イ,カ

〇被保険者：健保組合よ
り、誕生月の３か月前を
目途に、予め希望する医
療機関（３年毎に希望に
より変更可能）と日時を
指定して人間ドックの案
内を職場の個人あてに送
付。
その後の日程変更等は健
保組合で担当・調整。公
休扱いで受診が可能。
医療機関は健保と契約の
ある医療機関（１２医療
機関）
〇被扶養者：年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を職場の配
偶者あてに送付。
申込書の提出がない方に
は案内を再送。それでも
申込のない方（複数年）
ヘは自宅（被扶養者本人
あて）に健診案内兼申込
書を郵送。健診項目の充
実度合をアピールしてい
る。
健保組合の指定健診機関
（被保険者用医療機関１
２社＋５医療機関＝合計
１７医療機関）に委託し
て実施。

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

被保険者には、誕生月の3
か月前に健診案内を職場
に送付。
被扶養者には年度初に健
保組合より対象者に健診
案内兼申込書を配偶者の
職場に送付し、申込書の
提出がない方には案内を
再送。
実施対象は30歳代の奇数
年齢と40歳以上。40歳以
上の方は特定健診を兼ね
て実施。

生活習慣病やがんなど幅広い疾患の兆候を
早期に発見するため、人間ドック受診率の
向上を図る。

＜特定健診＞
・被保険者の受診率はほぼ100％で
問題ないが、被扶養者の受診率が
近年70〜80％台となっている。
・問診回答では、体重増加人数が
増えていることと、運動習慣あり
の割合が低いことが課題。

案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和1
1年度：100.0％)- 受診率（40歳以上）(【実績値】94.1％　【目標値】令和6年度：94.5％　令和7年度：94.5％　令和8年度：94.5％　令和9年度：95.0％　令和10年度：95.0％　令和11年度：95.0％)-

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

3 既
存 脳ドック、心

臓ドック
全て 男女 40

〜
74

加入者
全員 １ イ,コ

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

カ 健保組合にて対象者に情
宣。健保組合の指定検診
機関に委託して実施。

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

年度初に健保組合より対
象者に脳ドック・心臓ド
ックの実施希望の有無を
確認。
実施希望者について、健
保組合にて指定医療機関
を予約し日程調整。
受診費用の一部を補助（
被保険者・被扶養者とも
に10,000円補助）。

脳、心臓疾患の兆候を早期に発見するため
、実施希望者に対し、脳ドック、心臓ドッ
クの受診費用を補助する。

＜脳卒中、心筋梗塞＞
・SBPが140以上、DBPが90以上の
患者の比率が高い。
・SBPが180以上、DBPが110以上
の患者5名は、特にリスクが高い。

ドック案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％
　令和11年度：100.0％)- 受診者数(【実績値】240人　【目標値】令和6年度：250人　令和7年度：250人　令和8年度：275人　令和9年度：275人　令和10年度：300人　令和11年度：300人)-
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4 既
存 重症化予防 全て 男女

31
〜
74

加入者
全員 ３ オ

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

イ,カ
産業医、健康管理室（保
健師）、健保組合の連携
を強化。

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

産業医が重症化予防受診
勧奨数値を決定（早急に
医療機関を受診しなけれ
ばならないレベル）。
対象者を抽出し、健康管
理室の保健師と連携し、
再検査等未受診者へ受診
勧奨通知書を送付。
受診結果の回答がない方
を対象に再度、保健師よ
り受診勧奨連絡を行う。

将来の重症化を予防するため、健診検査値
が受療勧奨レベルであるにも関わらず医療
機関で受療していない方に対し、積極的に
受診勧奨を行う。

＜生活習慣病＞
・生活習慣病のなかでも、糖尿病
、高血圧症、高脂血症の患者数が
特に多い。
・患者数は少ないが、高額医療費
となる人工透析も要注意。
＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。
＜婦人科系疾患＞
・医療費総額は、歯科、コロナ、
貧血、乳がんの順に多い。
・一人当たりの医療費は、乳がん
、てんかん、脳血管疾患の順に高
く、患者数は、歯科、コロナ、関
節の順に多い。
＜医療費＞
・50歳代の人員構成比率が最も高
く、医療費総額も最も大きく、増
加傾向。
・一人当たりの医療費は、50歳、6
0歳代が多く、総じて増加傾向。
＜糖尿病＞
・HbA1cが6.5％以上の患者が86名
のうち、32名は治療しておらず、
リスクが高い。
・HbA1cが8.5％以上の患者11名は
、特にリスクが高い。
＜脳卒中、心筋梗塞＞
・SBPが140以上、DBPが90以上の
患者の比率が高い。
・SBPが180以上、DBPが110以上
の患者5名は、特にリスクが高い。
＜慢性腎臓病＞
・保健指導判定値の該当者は345名
(受診者の16.7％)、うちリスクの高
い者175名の比率が高い(保健指導
判定値該当者の50.7％)。
＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関し
て、一層強化する必要あり。

受診勧奨実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　
令和11年度：100.0％)- 該当者の年度内医療機関受療率(【実績値】70.4％　【目標値】令和6年度：70.5％　令和7年度：70.5％　令和8年度：75.0％　令和9年度：75.0％　令和10年度：80.0％　令和11年度：80.0％)-
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5 新
規

行内食堂での
食育キャンペ
ーン

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ ス

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

ア
事業主と連携しながら、
毎年の事業内容を決定し
実行。

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

健康管理事業推進委員会
で検討し、行内食堂を活
用した食育キャンペーン
（地元食材の活用および
ヘルシーメニュー、健康
重視の自動販売機メニュ
ー）を実施する。

被保険者が食習慣の見直すきっかけとする
ため、事業主や従業員組合と連携し行内食
堂を活用した健康づくりを行う。

＜健康課題対応＞
・健康課題に対する施策の実効性
を上げるためには、事業主の協力
が欠かせない。
＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関し
て、一層強化する必要あり。

行内食堂活用に関する健康管理事業推進委員会での打ち合わせ回数(【実績値】0回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1
回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 新規対策実施数(【実績値】1個　【目標値】令和6年度：1個　令和7年度：1個　令和8年度：1個　令和9年度：1個　令和10年度：1個　令和11年度：1個)-
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5 新
規

マイヘルスア
ップキャンペ
ーン（健康チ
ャレンジ月間
）

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ ア

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

シ 事業主や従業員組合と協
働で取組む。

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

事業主や従業員組合と協
働でマイヘルスアップキ
ャンペーン（健康チャレ
ンジ月間）を実施する。
被保険者に自身の健康課
題に対する行動改善目標
（生活習慣の改善：食事
、運動、日常生活）を設
定し、結果を提出しても
らう。

毎年秋に事業主や従業員組合と協働で健康
チャレンジ月間を設けて、キャンペーンを
実施する。
被保険者が個々に自身の健康課題（運動、
食事、飲酒、喫煙等）に対する行動目標を
設定して結果を振り返ることにより、健康
づくりのきっかけとする。

＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。
＜生活習慣病＞
・生活習慣病のなかでも、糖尿病
、高血圧症、高脂血症の患者数が
特に多い。
・患者数は少ないが、高額医療費
となる人工透析も要注意。
＜特定保健指導＞
・被保険者の実施率は80〜90％、
非扶養者は70％台。
・積極的支援、動機づけ支援とも
に、常に一定数が存在し、レベル
別の変化もほとんどない。

情宣回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)- 実施結果提出割合(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和11年度：100.0％)-
800 800 800 800 800 800

3 既
存 ＰＥＴ検診 全て 男女

40
〜
70

被保険
者 １ ウ

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

カ
健保組合にて対象者に情
宣。
健保組合の指定検診機関
に委託して実施。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

がん等の兆候を早期に発見するため、PET
検診費用の一部を補助する。

＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。

案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和1
1年度：100.0％)- 受診者数(【実績値】9人　【目標値】令和6年度：10人　令和7年度：10人　令和8年度：10人　令和9年度：20人　令和10年度：20人　令和11年度：20人)-

60 100 100 100 100 100

3,5 新
規

乳がん、子宮
頸がん検診 全て 女性

20
〜
38

加入者
全員 １ ウ

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

カ
健保組合にてけんぽ便り
等で対象者に情宣。
健康管理室の保健師によ
る口コミ指導も図る。

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

女性に優しい検診の一環
。
特に20歳代、30歳代の若
年層の女性の子宮頸がん
・乳がん対策。自ら希望
する医療機関で検診を受
診し、償還払い方式で受
診費用の一部を補助。
対象者は、人間ドック受
診対象である30歳代の奇
数年齢の方を除く。

女性に優しい検診の一環として、特に若年
層の女性の子宮頸がん・遺伝性乳がんの兆
候を早期に発見するため、がん検診受診率
の向上を図る。

＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。
＜婦人科系疾患＞
・医療費総額は、歯科、コロナ、
貧血、乳がんの順に多い。
・一人当たりの医療費は、乳がん
、てんかん、脳血管疾患の順に高
く、患者数は、歯科、コロナ、関
節の順に多い。

案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和1
1年度：100.0％)- 受診者数(【実績値】2人　【目標値】令和6年度：5人　令和7年度：5人　令和8年度：5人　令和9年度：10人　令和10年度：10人　令和11年度：10人)-

66 75 75 75 75 75

3 新
規 ピロリ菌検査 全て 男女

31
〜
31

被保険
者 １ ウ

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

カ
健保組合にて対象者に情
宣。健保組合の指定検査
機関に委託して実施。
健康管理室の保健師も面
談時に指導。

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

31歳、初めての人間ドッ
ク受診時に必須項目とし
て受診（費用は全額補助
）。

胃がんの発症リスクを下げるため、ピロリ
菌検査の実施。

＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。

案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和1
1年度：100.0％)- 受診率(【実績値】57.0％　【目標値】令和6年度：60.0％　令和7年度：60.0％　令和8年度：60.0％　令和9年度：75.0％　令和10年度：75.0％　令和11年度：75.0％)-

968 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

3 新
規 ABC検査 全て 男女

41
〜
59

基準該
当者 １ ウ

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

カ

健保組合にて対象者に情
宣。
健保組合の指定検査機関
に委託して実施。
健康管理室の保健師も口
コミで指導。

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

41歳、51歳、59歳到達時
の一泊二日ドックに際にA
BC検査を実施。費用は全
額補助。
自身の胃がんリスク度合
いを把握いただく。
健康管理室の保健師が事
後フォロー。

胃がんの発症リスクを下げるため、自身の
胃がんリスク度合いを把握していただく。
31歳時はピロリ菌検査を実施。費用は全額
補助。

＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。

案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和1
1年度：100.0％)- 受診率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令和11年度：100.0％)-

50 50 50 50 50 50
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事業目標 健康課題との関連実施計画
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事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

41



3,5 新
規

マンモＰＥＴ
検診 全て 女性

20
〜
74

加入者
全員 １ ウ

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

カ
健保組合にて対象者に情
宣。
健保組合の指定検診機関
に委託して実施。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

年度初に健保組合より対
象者に実施希望の有無を
確認。
実施希望者を対象に、受
診費用の一部を補助。

乳がんの兆候を早期に発見するため、マン
モPET検診の受診率向上を図る。

＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。
＜婦人科系疾患＞
・医療費総額は、歯科、コロナ、
貧血、乳がんの順に多い。
・一人当たりの医療費は、乳がん
、てんかん、脳血管疾患の順に高
く、患者数は、歯科、コロナ、関
節の順に多い。

検診案内実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　
令和11年度：100.0％)- 受診者数(【実績値】0人　【目標値】令和6年度：2人　令和7年度：2人　令和8年度：2人　令和9年度：5人　令和10年度：5人　令和11年度：5人)-

0 100 100 100 100 100

5 既
存 禁煙推進 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ ス

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

シ 事業主と連携し、施策を
検討、実施。

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

けんぽ便り等に禁煙推進
記事を定期的に掲載し、
健康知識向上に努める。
禁煙補助薬の供給が安定
すれば、禁煙キャンペー
ンの再開を検討する。

被保険者の喫煙率を下げるため、事業主と
の連携で実施済みの「敷地内禁煙」と「就
業時間内禁煙の励行」に加え、けんぽ便り
等に禁煙推推記事を定期的に掲載する。

＜がん＞
・5大がん(胃、肺、乳、大腸、子
宮)の占める比率が高い。
・患者数が多い消化器と子宮、増
加率が高い乳房、腎尿路が要注意
。
＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関し
て、一層強化する必要あり。
＜生活習慣病＞
・生活習慣病のなかでも、糖尿病
、高血圧症、高脂血症の患者数が
特に多い。
・患者数は少ないが、高額医療費
となる人工透析も要注意。

禁煙推進記事の掲載回数(【実績値】0回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- キャンペーン参加による禁煙者(【実績値】0人　【目標値】令和6年度：3人　令和7年度：3人　令和8年度：3人　令和9年度：5人　令和10年度：5人　令和11年度：5人)-
15 15 15 15 15 15

5 既
存 森林セラピー 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ス

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

オ
健保組合にて加入者にツ
アーを情宣。
外部事業者（一般社団法
人吉野ビジターズビュー
ロー）がツアーを実施。

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

けんぽ便り等の媒体を使
って加入者に制度を周知
。
参加費用の一部を健保組
合にて補助する。（加入
者一人　年１回　1,500円
）

・地方銀行グループの社員として、地元の
観光振興にも貢献を目指す。
・心の健康と運動習慣定着のきっかけづく
りのため、森林セラピー体験ツアーへの参
加を促す。
・費用的には全てのコースが約１割引き＋
健保より1,500円の補助。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。

情宣回数(【実績値】0回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 年間の延べ参加者数(【実績値】1人　【目標値】令和6年度：5人　令和7年度：5人　令和8年度：5人　令和9年度：10人　令和10年度：10人　令和11年度：10人)-
12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ア

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

シ

・健保組合にて補助制度
を加入者に情宣。加入者
からの申請に基づき費用
の一部を補助。
・事業主側の業務運営リ
スク管理の一環として、
インフルエンザ予防接種
を勧奨。

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

毎年秋にけんぽ便り等を
使って、加入者に費用補
助制度の周知を図る。

インフルエンザの発症予防と重症化予防の
ため、予防接種の費用を補助し、予防接種
実施を推奨する。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。

情宣回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 予防接種実施者数（申請ベース）(【実績値】2,553人　【目標値】令和6年度：2,600人　令和7年度：2,600人　令和8年度：2,700人　令和9年度：2,700人　令和10年度：2,800人　令和11年度：2,800人)-
0 100 100 100 100 100

4,8 既
存

歯みがき用品
の斡旋 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

シ
制度の情宣は健保組合、
購入品の発送と精算は斡
旋業者が担う。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

・歯みがき用品を斡旋販売することにより
、オーラルケアを推進する。
・歯科医療費は全体の12.8％。健保組合と
しては「歯科健診」の代替と位置づけてい
る。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。

年間募集回数(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)- 年間の延べ購入者数(【実績値】291人　【目標値】令和6年度：300人　令和7年度：300人　令和8年度：300人　令和9年度：300人　令和10年度：300人　令和11年度：300人)-
0 100 100 100 100 100

8 既
存 常備薬の斡旋 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

シ
制度の情宣は健保組合、
購入品の発送と精算は斡
旋業者が担う。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

年3回、けんぽ便りで実施
時期を案内。
健保組合のホームページ
から希望者が申込み。そ
れ以降の手続きは斡旋業
者が対応。

・常備薬を斡旋販売することにより、各家
庭への常備薬備え付けを推進する。

＜健康リテラシー＞
・加入者の健康の保持、増進をは
かるため、多方面から事業展開す
る必要がある。
・加入者の健康情報提供や、健康
保険組合の施策等について、浸透
が不十分である。

年間募集回数(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)- 年間延べ購入者数(【実績値】458人　【目標値】令和6年度：450人　令和7年度：450人　令和8年度：450人　令和9年度：500人　令和10年度：500人　令和11年度：500人)-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4,114 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

体
育
奨
励

5 既
存

スポーツクラ
ブの利用促進 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 １ ス

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

シ
健保組合にて提携スポー
ツクラブ利用補助制度を
情宣。外部のスポーツク
ラブと法人契約を締結。

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

けんぽ便り等を使って定
期的に制度を情宣。
特定保健指導のモデル事
業（運動習慣化プログラ
ム）としても活用し、ス
ポーツクラブ利用、運動
習慣定着のきっかけを提
供する。

民間スポーツクラブと契約し、利用料の一
部を補助することにより、運動習慣の定着
を図る。

＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。
＜特定保健指導＞
・被保険者の実施率は80〜90％、
非扶養者は70％台。
・積極的支援、動機づけ支援とも
に、常に一定数が存在し、レベル
別の変化もほとんどない。

私設・制度の情宣回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 延べ利用者数(【実績値】2,590人　【目標値】令和6年度：2,500人　令和7年度：2,500人　令和8年度：2,500人　令和9年度：3,000人　令和10年度：3,000人　令和11年度：3,000人)-
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

2,5 既
存

ウオーキング
大会 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ス

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

シ
従業員組合と健保組合に
おいて対象者に情宣。従
業員組合主催で実施。

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

けんぽ便り等を使って対
象者に情宣。
従業員組合主催で開催さ
れるウォーキング大会に
参加し、加入者の運動習
慣の定着を図る。

従業員組合主催のウォーキング大会への参
加により、加入者の運動習慣定着のきっか
けづくりとする。

＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。
＜特定保健指導＞
・被保険者の実施率は80〜90％、
非扶養者は70％台。
・積極的支援、動機づけ支援とも
に、常に一定数が存在し、レベル
別の変化もほとんどない。

年間情宣回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 延べ参加人数(【実績値】380人　【目標値】令和6年度：400人　令和7年度：400人　令和8年度：450人　令和9年度：450人　令和10年度：500人　令和11年度：500人)-
7,419 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

直
営
保
養
所

8 既
存 保養所 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

シ
健保組合が制度の情宣、
申込受付、直営保養所の
管理を担う。

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

けんぽ便りやホームペー
ジ等を使って、健保組合
から加入者に保養所の利
用方法等を定期的に周知
する。

加入者の健康の保持、増進を図るため、直
営保養所ならびに契約保養所の利用を促す
。
契約保養所と交渉、ネット予約や被保険者
の直接予約等、予約率や利便性の向上を図
る。

＜メタボ＞
・50〜54歳の該当+予備群該当者
が最も多い。
・39〜39歳も多く、将来相当な確
率で該当者になる可能性が高い。
＜コラボヘルス＞
・事業主とのコラボヘルスに関し
て、一層強化する必要あり。

年間情宣回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 利用者数(【実績値】2,665人　【目標値】令和6年度：2,700人　令和7年度：2,700人　令和8年度：2,800人　令和9年度：2,800人　令和10年度：3,000人　令和11年度：3,000人)-

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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注3)
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事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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